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11令和２年度産業振興部予算（案）の状況
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款 項
令和2年度
当初予算
（A）

平成31年度
当初予算
（B）

当初予算
増減

前年度比
A/B

総務費（市有林、森林公園管理経費） 37,693 36,958 735 102%

農林水産業費

農業費 647,015 574,186 72,829 113%

林業費 54,819 46,627 8,192 118%

計 739,527 657,771 81,756 112%

(単位：千円)【一般会計（農林業関係費）】

【農業費】

災害の未然防止を図るための「ため池防災減災対策事業」や、「集落営農法人連合体形成加
速化事業」などにより増額となります。

【林業費】

森林環境譲与税を活用して行う「森の豊かな贈り物事業」や、民有林の改良に対し助成を行う
「林業振興整備事業」などにより増額となります。

※農林業に関する予算のうち、人件費及び災害復旧費を除いた事業費を記載しています



農業振興対策

担い手の確保・定着

継続 【予算額 1,878千円】

拡充

【予算額 27,585千円】
新規

【予算額 2,000千円】

拓け‼ ほうふ農みらいプロモーション事業

全国の就農希望者に向け、本市の施策や農業に関する情報を発信します。

《主な取組内容》

◆ウェブサイト、パンフレット・ポスターでの情報発信

◆首都圏や農業大学校等での就農相談会

◆県外からの就農希望者の本市での就農体験を支援

新規就農者支援事業

新規就農者の就農準備と就農開始を支援し、新規就農者の
確保と定着を図ります。

《主な取組内容》

◆新規就農者農地確保支援（賃貸借料の助成）

◆農業次世代人材投資事業（青年層への就農意欲喚起支援）

◆就農前準備研修事業（技術取得のための研修費等の助成）

◆法人就業者定着支援事業（新規就業者受入法人への支援）

◆新規就農支援事業（新規就農者の施設・機械整備の支援）

◆新規就農者定着支援事業（新規就農者が居住する家賃等の支援）

新規就農者ステップアップ事業

農業次世代人材投資事業（最長5年）の交付期間を終了した
新規就農者（就農後6～10年目）が、農業経営の拡大を行う場
合の農業用機械や施設整備等の事業費の一部を支援します。

新規就農
規模拡大

設備投資

所得向上

安定経営

ここを支援！
新
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農業振興対策

中核経営体の育成

新規 集落営農法人連合体形成加速化事業

「農林業の知と技の拠点」の形成を契機とした農業の持続的発展を図るため、本市農業を牽引し新規就農者の受け皿とな
る集落営農法人連合体の経営基盤の強化を支援します。

市

整備費用を補助

集落営農法人連合体

A法人

共同出資

B法人
C法人

【予算額 20,000千円】
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令和元年度補正予算と合わせて支援します！

〇集落営農法人連合体育成事業

本市初となる集落営農法人連合体が形成されること
から、その立ち上げに必要な農業機械等の導入を支
援します。

【令和元年度補正予算額 20,000千円】

認定農業者

【対象者】集落営農法人連合体
【補助率】県 1/3 市 1/3 実施主体 1/3
【対象経費】規模拡大に必要な農業用機械、施設等の整備

補助内容

令和元年度補正予算対応



農業振興対策

生産力及び需要の拡大

継続

【予算額 1,500千円】

【予算額 3,000千円】

拡充

新

【予算額 3,000千円】

おいしい防府農産物ブランド化事業

防府産として産地拡大を目指す品目について、農協や生
産者等と連携し、ブランド化を推進します。
また、地産地消の推進とあわせてブランドのＰＲを実施す
ることで、身近な顔の見えるブランドとして、市内外の需要を
拡大していきます。

玉葱機械等レンタル推進事業

国指定産地となっている玉葱の生産拡大に向け、農協が
行うレンタル用機械の整備を支援します。

スマート農業導入実証事業

ＩＣＴを活用したスマート農業の導入に向け、本市の気候
や土壌などに適した栽培技術等の実証や、防除用ドローン
の導入実証を支援し、省力化による生産性の向上や所得
の向上を図ります。

《主な取組内容》

◆農協が行うスマート農業導入実証に対する支援

◆農業公社が行う自動運転が可能な

防除用ドローンの導入実証に対する支援

新規

4



農業振興対策

農地や地域を守る方策

継続

【予算額 8,192千円】

継続

継続

中山間地域等直接支払制度事業

中山間地域等の農業生産を維持するとともに、水源の涵養、
良好な景観の形成等の多面的機能の確保や耕作放棄地の
増加を防止するため、中山間地域等で農業生産活動を行う
協定締結集落に交付金を交付します。
（対象者及び対象面積）

多面的機能支払交付金交付事業

地域が主体となって組織した保全会に対して、多面的機能
の維持・向上に資する共同活動や施設の長寿命化対策等の
取組を支援するほか、制度の周知徹底を図るとともに、未組
織地域に対しては、設立に向けた支援を行います。

（既存組織の対象面積）

環境保全型農業直接支援対策事業

農業分野の有する環境保全機能を一層発揮するため、地
球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動
に取り組む農業者を支援します。

【予算額 94,272千円】

【予算額 7,216千円】

事業主体
農地
維持

資源向上
(共同活動)

資源向上
(長寿命化)

7保全会(だいどう保全会、さのぜき保全
会、植松・西浦保全会、上右田環境保
全会、小野環境保全会、富海環境保全
会、玉祖地域資源保全会)

1120.48
ha

1120.48
ha

787.74
ha

既存組織の資源向上支払
（長寿命化）対象面積の拡充

- - 97.55ha

既存組織の対象面積の拡充
（農振白地）

10ha 10ha -

合計 1130.48ha 1130.48ha 885.29ha

久兼野ノ下集落 22,649㎡ 久兼西・片集落 146,078㎡

久兼中村集落 142,426㎡ 真尾上田集落 58,763㎡

和田峪集落 39,388㎡ 東西畑集落 184,419㎡

継続 有害鳥獣対策事業

有害鳥獣による農林水産物や生活環境への被害を防止することを目的に、有害鳥獣の捕獲等を行う団体へ補助金等の交
付を行います。

【予算額 6,898千円】
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農業振興対策

土地等基盤整備１

農業生産力等機能強化対策事業

上右田北地区ほ場整備事業の実施に向けた現況地形図作
成及び農用地集団化事業を実施します。

【予算額 7,500千円】

新規

農道牟礼小野線整備事業

農産物の輸送効率化による地域農業の振興等に寄与するため、県が
進める整備事業について、今後も情報共有や意見交換などを通じて県
との連携を深め、早期開設を目指します。

継続 【予算額 36,000千円】
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【予算額 46,221千円】
ため池防災減災対策事業

ため池の決壊等による災害を未然に防止するため、ため
池の改修、廃止、浚渫等を行うほか、緊急時の迅速な避難
行動を促すための、ため池ハザードマップを作成します。

《主な取組内容》

◆ため池整備事業(農業水路等長寿命化・防災減災事業)

◆ため池浚渫等緊急対策事業(緊急自然災害防止対策事業)

◆ため池廃止に伴う諸元調査

◆ため池ハザードマップ作成業務

新規

事業費 270,000千円 県事業負担金 36,000千円
（参考 土木都市建設部所管：市道整備事業費 43,000千円）



農業振興対策

土地等基盤整備２

継続 県営土地改良事業 県営土地改良事業により、農業生産基盤の整備を行います。

事 業 名農業競争力強化基盤整備事業(下津令)
事 業
内 容

ほ場整備

全 体
期 間

平成23年度～令和3年度
総 事
業 費

1,960,000事 業 費 55,000

負 担
割 合

国
50.00
%
27,500県

30.00
%
16,500市

12.50
%

6,875
地
元
7.50% 4,125

事 業 名農業競争力強化基盤整備事業(上田・真鍋)
事 業
内 容

ほ場整備

全 体
期 間

平成27年度～令和2年度
総 事
業 費

376,000事 業 費 33,000

負 担
割 合

国
50.00
%
16,500県

30.00
%
9,900市

12.50
%
4,125

地
元
7.50% 2,475

事 業 名農道整備事業(牟礼小野3期)
事 業
内 容

道路工事

全 体
期 間

平成27年度～令和7年度
総 事
業 費

1,469,200事 業 費 270,000

負 担
割 合

国 15/30 135,000県 11/30 99,000市 4/30 36,000
地
元

- -

事 業 名水利施設整備事業(防府総合堰)
事 業 内
容

防府総合堰改修

全 体
期 間

平成27年度～令和2年度
総 事
業 費

500,000事 業 費 140,000市町ルート

負 担
割 合

国
50.00
%
70,000県

25.00
%
35,000市

12.50
%
17,500

地
元
12.50
%

17,500

事 業 名ため池等整備事業(大谷口)
事 業
内 容

危険ため池改修

全 体
期 間

平成27年度～令和2年度
総 事
業 費

237,300事 業 費 90,000

負 担
割 合

国
55.00
%
49,500県

35.00
%
31,500市

10.00
%
9,000

地
元

－ －

事 業 名ため池等整備事業(上洗川)
事 業
内 容

危険ため池改修

全 体
期 間

平成30年度～令和3年度
総 事
業 費

250,000事 業 費 110,000

負 担
割 合

国
55.00
%

60,500県
35.00
%
38,500市

10.00
%
11,000

地
元

－ －

事 業 名農業競争力強化農地整備事業(奈美)
事 業
内 容

ほ場整備

全 体
期 間

令和2年度～令和8年度
総 事
業 費

704,000事 業 費 90,000

負 担
割 合

国
55.00
%
49,500県

30.00
%
27,000市 7.50% 6,750

地
元

7.50% 6,750

(単位：千円)

7

【予算額 108,750千円】



林業振興対策

林業対策

民有林整備促進事業

森林環境譲与税を活用し、民有林の造林、間伐、輸送や
作業道の開設改良に対し助成を行います。

《主な助成内容》

◆作業道整備事業補助金

◆造林事業補助金

◆間伐事業補助金

◆間伐材輸送費補助金

新規 【予算額 4,000千円】

未来につなぐ森林づくり推進事業

多面的な機能を有する森林の機能回復などに取り組みま
す。

《主な取組内容》

◆繁茂竹林整備事業(森林環境譲与税事業)

◆勝坂森林整備事業(やまぐち森林づくり県民税事業)

拡充

【予算額 7,500千円】

森の豊かな贈り物事業

幼児期に木材に触れ合う機会を提供するため、森林環境
譲与税を活用し、地元の木材を活用した玩具を幼児(1歳6か
月児)に贈呈するとともに、市内の幼稚園や保育所等にも木
製玩具を配付します。

新規

【予算額 7,000千円】
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新

森林経営管理事業

森林環境譲与税を活用し、森林の現状把握や森林所有者
への意向調査などを行い、林業経営に適した森林は意欲と能
力のある林業経営者に経営を委託し、経済的に成り立たない
森林については、市が自ら経営管理を行います。

継続

【予算額 3,244千円】


